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要旨：本研究は，地域在住高齢者２９４名を運動器不安定症に該当する高齢者（女性７３名，
男性６名）と該当しない高齢者（女性１６２名，男性５３名）に分類し，身体機能の特徴を男
女別に検討した。比較した身体機能評価は，筋力（大腿四頭筋筋力，握力），歩行能力（歩
行速度，１０�障害物歩行時間，６分間歩行距離）および長座体前屈距離の６項目であった。
その結果，運動器不安定症に該当する高齢者は女性が有意に多く，また男女ともに年齢が
有意に高かった。女性では，対応のない t検定および年齢を調整した共分散分析において，
筋力，歩行能力に有意差が認められ，該当者は非該当者よりも低値を示した。男性では，
筋力ならびに６分間歩行距離に有意差が認められたが，年齢を調整すると有意差が認めら
れた項目はなかった。これらの知見から，女性はより疾患に起因して身体機能の低下が認
められることが推察された。

Abstract: In this study, a total of 294 elderly community residents were divided into two groups

(those with [73 women and six men] and without [162 women and 53 men] musculoskeletal ambu-

lation disability symptom complex [MADS]), and the characteristics of their physical functions

were evaluated according to each sex. There were six evaluation items for physical function: muscle

strength (quadriceps femoris and grip strength), walking ability (walking speed, 10-m-hurdle walk-
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�．はじめに
我が国では，２０１０年には６５歳以上の高齢化率が

２３．１％となり，総人口のおよそ４人に１人が高齢者と

なった（統計局２０１０）。介護を要する高齢者の増加も

著しく，２０００年の介護保険導入時に２１０万人であった

要介護者は，現在４５０万人と２倍以上に増加している

（財団法人厚生統計協会２００９）。要介護となる原因と

しては，脳血管障害についで関節症および転倒による

骨折などの運動器障害が大きな割合を占めており，高

齢者の運動器障害は重要な社会問題となっている（厚

生労働省２００７）。

その中で，２００６年の診療報酬改定による運動器リハ

ビリテーションの独立とともに，「運動器不安定症」

という新たな疾患が示された。運動器不安定症とは，

高齢化によりバランス能力および移動能力の低下が生

じ，閉じこもりや転倒リスクが高まった状態と定義さ

れる（伊藤２００７）。高齢者にとって，移動能力は Qual-

ity of lifeの充実や住みなれた地域において，健康で自

立した生活を維持するために重要で基本的な身体活動

のひとつである。運動器不安定症は，早期に介入する

ことにより，運動器の機能維持・向上が期待されてい

る。しかし，制定され間もない疾患であり，坂田ら

（２００７）が運動器不安定症の運動機能評価について報

告している以外に，地域在住高齢者を対象とした調査

ing time, 6-minute walking distance), and sit-and-reach distance. As a result, among senior citizens

with MADS, the proportion of females was significantly higher than that of males, and those with

MADS were significantly older in both sexes. In women, the unpaired t-test and analysis of covari-

ance, adjusting for age, showed significant differences in the muscle strength and walking ability, as

well as lower values for those with than without MADS. In men, there were significant differences

in the muscle strength and 6-minute walking distance, but no differences in any items were observed

after adjusting for age. Based on these findings, it was suggested that women are more susceptible

to a decreased physical function due to diseases than men.

Key words: 運動器不安定症（musculoskeletal ambulation disability symptom complex），
性別（sex），身体機能の特徴（characteristics of physical function）

表１ 運動器不安定症診断基準

下記の運動機能低下をきたす疾患の既往があるかまたは履患している者で
日常生活自立度あるいは運動機能が以下に示す機能評価基準１または２に
該当する者。

【運動機能低下をきたす疾患】
・脊柱圧迫骨折および各種脊柱変形
・下肢骨折
・骨粗鬆症
・変形性関節症
・腰部脊柱管狭窄症
・脊髄障害
・神経，筋疾患
・関節リウマチおよび各種関節炎
・下肢切断
・長期臥床後の運動廃用
・高頻度転倒者

【機能評価基準】
１．日常生活自立度：ランク Jおよび A（要支援＋要介護１または２）
２．運動機能：１）または２）
１）開眼片脚起立時間１５秒未満
２）３m Timed up and go test１１秒以上

伊藤博元（２００５）運動器不安定症の診断基準に基づき作成

２ 運動器不安定症該当者における身体機能の特徴



はない。運動器不安定症は，評価基準として，運動機

能低下をきたす疾患の既往があり，日常生活自立度判

定基準ランク Jおよび A（要支援ならびに要介護１と

２），もしくは，運動機能評価として開眼片脚起立時

間が１５秒未満であること，または Time up and go test

（TUG）が１１秒以上かかることと定められている（伊

藤２００７）（表１）。

高齢者の身体機能において，Buchmanら（２００５）

は，握力は男性の方が有意に高いと報告している。ま

た木村ら（２００５）は，筋力は男性が有意に高く，柔軟

性は女性が有意に高いと示している。このように高齢

者の身体機能は，男女による特異性の存在が確認され

ているが，運動器不安定症は年齢や男女の区別なく画

一的な基準となっており，運動器不安定症を呈する高

齢者の身体機能について男女別に身体機能の特徴を報

告した研究は見当たらない。

そこで本研究は，地域在住高齢者を男女別に運動器

不安定症に該当する高齢者と該当しない高齢者の身体

機能の特徴を検討し，運動器不安定症に関する基礎資

料とすることを目的に実施した。

�．対象と方法
１．対 象

対象は，A町に居住し，日常生活が自立している６０

歳以上の地域在住高齢者２９４名（女性２３５名，男性５９名）

とした。なお，本人の都合により測定が出来なかった

項目がある高齢者は，対象から除外した。対象者の平

均年齢は７４．９±５．８歳，身長は１４９．９±８．１�，体重は
５２．５±９．３�であった。対象者の募集は，町内会報に
よる募集のみならず，ミニデイサービス事業を担当し

ている役場職員や社会福祉協議会職員，および地域の

高齢者リーダーから積極的に参加をよびかけてもらう，

いわゆるプロアクティブな募集が行われた（竹中２００６）。

なお対象者には研究の趣旨と内容，得られたデータは

研究目的以外には使用しないこと，および個人情報の

取扱いには注意することを説明し，研究への参加は自

由であり参加しなくても不利益にはならないことを併

せて説明し，同意を得て研究を開始した。また，本研

究は西九州大学倫理委員会の承認を受けた。

２．方 法

調査は，地域内の公民館あるいは役場併設の体育館

で実施した。対象者は，自家用車や自転車，あるいは

徒歩によって自ら調査に参加できる程度に自立した高

齢者であった。

測定は，個人の属性に関する情報と運動器不安定症

の診断基準である既往歴および現病歴について面接聞

き取り法にて収集した後に開始し，身体機能評価（大

腿四頭筋筋力，握力，歩行速度，１０�障害物歩行時
間，６分間歩行距離，長座体前屈距離）を実施した。

また運動器不安定症の運動機能評価として開眼片脚起

立時間および TUGを評価した。

開眼片脚起立時間の測定は，文部科学省高齢者用新

体力テスト（文部科学省スポーツ・青年局２００１）に従

い，開眼片脚立ち位で姿勢保持できる時間の上限を１２０

秒として，デジタルストップウォッチを使用して左右

２回ずつ行い，その最長時間（�）を代表値とした。
この際，対象者には裸足になること，両上肢は体側に

つけておくこと，２�前方の視線と同じ高さを注視す
ることを指示した。

TUGは岡持ら（２００５）の方法に従い，椅子から立

ち上がり，３�先の目標物までの歩行し方向転換後，
元の椅子まで戻り着座するまでの時間（�）を測定し
た。測定は背もたれおよび座面に身体を接地させ体重

がかかった状態から始めた。測定時間は「ハイ」と言っ

た時点から殿部が椅子に接地するまでの時間とした。

表２ 運動器不安定症群の属性

運動器不安定症群 ７９名（女性７３名，男性６名）

疾患（人数） 脊柱圧迫骨折，脊柱変形 １
変形性関節症 ３
腰部脊柱管狭窄症 ２
神経，筋疾患 ６６
関節リウマチおよび各種関節炎 ７
高頻度転倒者 １

機能評価基準（人数） 要支援＋要介護１または２ ２６
開眼片脚起立時間１５秒未満 ７３
Timed up and go test１１秒以上 ４

疾患，機能評価基準については重複者あり

運動器不安定症該当者における身体機能の特徴 ３



測定にはデジタルストップウォッチを使用した。

大腿四頭筋筋力の測定は，ハンドヘルドダイナモ

メーター（アニマ社製等尺性筋力測定装置）を用いて

測定した。端坐位で，膝関節９０度屈曲位として左右と

もに２回測定し，その最大値を，体重比百分率（％）

に換算した。

握力の測定は，デジタル式握力計（竹井機器工業製）

を用いた。測定姿位は立位で，左右の上肢を体側に垂

らした状態で最大握力を左右ともに２回測定し，その

最大値を，体重比百分率（％）に換算した。

歩行速度は，５�の測定区間を中間に含む１１�の平
地を最速で歩行するように指示し，２回試行して得ら

れた速度（�／�）とした。なお，測定にはデジタル
ストップウォッチを使用した。

１０�障害物歩行時間は，文部科学省高齢者用新体力
テスト（文部科学省スポーツ・青年局２００１）に従いス

ポンジ製の高さ２０�の障害物が，２�間隔で６個設置
された１０�の直線の最速歩行時間とした。その所要時
間（�）をデジタルストップウォッチで２回測定し，
その最短時間を代表値とした。

６分間歩行距離テストでは，１周３０�の室内歩行路
を，６分間出来る限り長い距離を歩くよう指示し，そ

の歩行距離を１�単位で測定した。

長座体前屈距離は，文部科学省高齢者用新体力テス

ト（文部科学省スポーツ・青年局２００１）に従って，両

足を揃え，膝関節伸展位で座位姿勢をとり，足関節は

中間位にして，足指の高さを合せて測定した。測定に

は，デジタル式長座体前屈測定器（竹井機器工業製）

を使用し，２回測定し，その最長距離を代表値（�）
とした。

統計処理は，対象者を運動器不安定症の基準に照ら

し，運動器不安定症該当者と非該当者に分類し，性別

と運動器不安定症該当者の関連性を見るためにカイ二

乗検定を行った。なお身体機能の各変数については，

運動器不安定症の該当者と非該当者により身体機能の

各測定値に差があるかないかを検討するために対応の

ない t検定を行った。また年齢の影響を考慮し，年齢

を調整した共分散分析を男女別に実施した。統計処理

は SPSS１７．０J for Windowsを用い，統計的有意水準は

５％とした。

�．結 果

対象者の平均開眼片脚起立時間は３４．０±３７．１秒（女

性３３．１±３７．０秒，男 性３７．７±３７．５秒），平 均 TUGは

５．９±２．１秒（女性６．１±２．３秒，男性５．１±１．３秒）であっ

た。対象者２９４名のうち，運動器不安定症該当者は７９

表３ 女性における運動器不安定症該当者と非該当者別の各測定項目値

女 性
t検定 共分散分析

該当者 n＝７３ 非該当者 n＝１６２
年齢（歳） ７７．９± ５．２ ７３．６± ５．８ ＊＊
大腿四頭筋力体重比（％） ３２．４± ８．２ ３７．２± ９．７ ＊＊ ＊
握力体重比（％） ３８．３± ８．１ ４４．７± ８．６ ＊＊ ＊＊
歩行速度（�／�） １．５± ０．４ １．９± ０．５ ＊＊ ＊＊
１０�障害物歩行（�） １０．０± ４．４ ７．７± ３．４ ＊＊ ＊＊
６分間歩行距離（�） ３２３．７±１３６．４ ４４１．６±１０４．１ ＊＊ ＊＊
長座体前屈（�） ３９．２± ７．７ ３８．９± ８．１ n.s. n.s.

平均値±標準偏差 ＊＊p＜０．０１ ＊p＜０．０５ n.s.: not significant
共分散分析では年齢を共変量として使用

表４ 男性における運動器不安定症該当者と非該当者別の各測定項目値

男 性
t検定 共分散分析

該当者 n＝６ 非該当者 n＝５３
年齢（歳） ８０．３± ４．９ ７４．１± ５．０ ＊＊
大腿四頭筋力体重比（％） ３６．８±１５．８ ４９．４±１１．８ ＊ n.s.

握力体重比（％） ４６．９±１１．４ ５７．３± ９．６ ＊ n.s.

歩行速度（�／�） １．７± ０．６ ２．１± ０．５ n.s. n.s.

１０�障害物歩行（�） ９．４± ４．１ ６．４± １．７ n.s. n.s.

６分間歩行距離（�） ３９８．０±５９．４ ４９４．３±７１．２ ＊ n.s.

長座体前屈（�） ２９．５± ８．６ ３０．１± ８．５ n.s. n.s.

平均値±標準偏差 ＊＊p＜０．０１ ＊p＜０．０５ n.s.: not significant
共分散分析では年齢を共変量として使用

４ 運動器不安定症該当者における身体機能の特徴



名（女性７３名：平均年齢７７．９±５．２歳，男性６名：平

均年齢８０．３±４．９歳）で全体の２５．２％であり，非該当

者は２１５名（女性１６２名：平均年齢７３．６±５．８歳，男性

５３名：平均年齢７４．１±５．０歳）であった。運動器不安

定症該当者の属性を表２に示す。男女ともに運動器不

安定症該当者が非該当者と比較して年齢は有意に高く，

運動器不安定症該当者の割合は，女性が有意に多かっ

た（χ２値＝１０．５，p＜０．０１）。

男女別に運動器不安定症該当者，非該当者における

各測定項目の平均値と標準偏差，ならびに対応のない

t検定と年齢を調整した共分散分析の結果を示す（表

３，表４）。女性では，対応のない t検定および年齢

を調整した共分散分析ともに大腿四頭筋筋力，握力に

有意差が認められ，運動器不安定症該当者は非該当者

よりも低値を示した。また歩行速度，６分間歩行距離，

１０�障害物歩行にも有意な差が認められ，歩行速度と
６分間歩行距離は低値を示し，１０�障害物歩行時間は
長かった。長座体前屈距離では有意な差が認められな

かった。男性において，有意な差が認められた項目は

大腿四頭筋筋力，握力ならびに６分間歩行距離であり，

運動器不安定症該当者は非該当者と比較して有意に低

値を示した。一方，年齢を調整すると有意な差が認め

られた項目はなかった。

�．考 察

本研究では，運動器不安定症該当者および非該当者

の割合に性差が認められ，女性のほうが有意に該当者

が多かった。女性では，筋力（大腿四頭筋筋力，握力）

および歩行能力（歩行速度，１０�障害物歩行，６分間
歩行距離）のすべての項目において運動器不安定症該

当者が非該当者より有意に低値を示した。また，年齢

を調整しても同様に筋力と歩行能力に有意差が認めら

れた。一方，男性では，大腿四頭筋筋力，握力，６分

間歩行距離において運動器不安定症該当者が非該当者

より有意に低値を示したが，年齢を調整すると有意差

は認められなかった。

運動器不安定症は，運動機能低下を来す疾患の既往

があるかまたは罹患しているもので，運動機能評価基

準に該当するものと定義される。この運動機能低下を

来す疾患には，高齢者に罹患の多い骨粗鬆症や変形性

関節症などが含まれる（伊藤２００７）。吉村ら（２００９）

は，コホート研究により変形性関節症の有病率は男性

４３％，女性６２％，骨粗鬆症の有病率は腰椎で男性３％，

女性１９％と女性に多いことを明らかにしており，本研

究結果である，運動器不安定症該当者が女性に有意に

多いことと矛盾しない。

男女別の身体機能の比較では，女性で長座体前屈距

離を除く，すべての身体機能評価項目（大腿四頭筋筋

力，握力，歩行速度，６分間歩行距離，１０�障害物歩
行）で，運動器不安定症該当者が非該当者より有意に

低値を示した。身体の柔軟性の指標とされる長座体前

屈距離は該当者と非該当者で有意差は認められなかっ

た。諸橋ら（１９９９）が行った研究でも，長座体前屈距

離は他の身体能力値との関連は乏しく，村田ら（２００５

b，２００６）も，長座体前屈距離と歩行速度などの運動

能力とは有意な相関が認められなかったと報告してお

り，本研究結果と矛盾しない。大腿四頭筋筋力や握力

は，後期高齢者の方が前期高齢者のよりも有意に低い

ことが報告されている（Buchman et al ２００５）。また

村田ら（２００５a）も，高齢者は加齢とともに身体機能

が低下するとしている。本研究において，運動器不安

定症該当者は非該当者と比較して有意に年齢が高く，

筋力や歩行能力が運動器不安定症該当者において非該

当者より有意に低値を示したことは，これらの先行研

究に矛盾しない。なお，年齢を調整しても，同様に筋

力と歩行能力に有意な差が認められた。女性の運動器

不安定症該当者は，運動機能低下をきたす疾患に起因

して身体機能の低下が認められることが推察され，原

因疾患に対する治療と原因疾患に付随する筋力および

歩行能力低下に対する運動器リハビリテーションを実

施する必要性が示唆された。

一方，男性において大腿四頭筋筋力，握力，６分間

歩行距離で運動器不安定症該当者は非該当者よりも有

意に低値を示した。女性と同様に加齢に伴い身体機能

が低下することが報告されており，本研究において，

運動器不安定症該当者の男性は非該当者より有意に年

齢が高いことから運動器不安定症の該当者の筋力が有

意に低値を示したことは，妥当な結果といえる。また

歩行能力評価のうち，６分間歩行距離に有意差が認め

られた。千住ら（２００５）は，６分間歩行距離が４００�
以下では日常的な外出に制限が生じ，３００�以下では
ほとんど外出ができなくなると報告している。本研究

の運動器不安定症該当者の平均値は４００�以下であり，
今後さらに移動に制限が生じる可能性が示唆された。

一方，男性では年齢を調整すると，すべての項目に有

意差が認められなかった。男性における運動器不安定

症該当者の身体機能の低下は，年齢の影響を受けた結

果であり，加齢による身体機能の低下が男性の運動器
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不安定症該当者の特徴として推察された。ただし，本

研究では男性の運動器不安定症該当者数が少なく，偏

りがあった可能性が否定できない。また今回，運動器

不安定症をきたす疾患は，自己申告によるもので医師

の診断に基づくものではない。今後は，これらの高齢

者が実際に医療機関で運動器不安定症と診断されるの

か否かを確認する必要があろう。

本研究において，運動器不安定症該当者の身体機能

について男女で特徴に違いがあることが示唆された。

ただし，運動器不安定症該当者割合の性差の要因と男

女間の運動器不安定症該当者における身体機能の臨床

的意義については，対象者の身体機能レベルの範囲お

よび男性対象者数を増やし，さらに検討することが必

要である。
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